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の対策として，2005 年 2 月 16 日に発効された京都議定書において，先進国各国の法的拘
束力のある温室効果ガス削減目標値が定められた。先進国全体の削減目標値として，2008
年から 2012年までの第 1約束期間中に，1990年の排出量から 5.2％の削減が義務付けられ
た。このため，各国では，温室効果ガス排出量削減のための様々な対策が導入されている。
日本においては 1990年比 6.0％の削減が義務付けられたが，2008年の温室効果ガス排出量











日本における削減目標値 6％のうち，森林による二酸化炭素吸収源として 3.9％（1,300 万
t-C）の算入が認められており，林野庁では，森林吸収源による上限値達成のための対策と






































































 第 5章および第 6章では、木質バイオマスを含む再生可能エネルギー促進政策における
日本と欧州の政策の導入の比較分析に関して、論じている。分析結果から、欧州では、「電
力市場の自由化」、「再生可能エネルギー利用による電力の優遇固定価格買取制度」、「再生
可能エネルギーによる税制の優遇措置」が導入されているが、日本においては、いずれも
導入されておらず、木質バイオマスが促進されている欧州と比較して、電力市場の公平性 
や、政策の導入が十分ではないことを明らかにしている。 
 先行研究においては、木質バイオマス利用が促進されない原因は、間伐材の搬出コスト
や発電コストなどが高いためであるという結論であるが、本論文は、コストだけではなく、
促進政策の導入に大きな問題があると指摘している点が、高く評価できる点であり、今後 
の日本における木質バイオマス利用促進政策の導入の議論において、重要な指針となるも
のであると考える。 
以上の観点から、本論文は博士（応用情報科学）の学位授与に値すると認める。 
 
